
                 

                地域密着型金融の取組事例（平成 26年度） 

  

 

 

農山村漁村等地域の活性化のための融資をはじめとする支援 

 

タイトル 融資商品における金利減免措置       ＪＡ名 マインズ（東京都） 

 

１ 動機 

（経緯） 

 平成２６年２月の大雪により農業関係者が甚大なる被害を被ったことから、「農

業経営支援資金」の特例として、対象資金の融資に対し、金利減免措置をいたし

ました。 

 平成２６年７月に局地的な自然災害による被害に対しても、組合員・地域農業

者への迅速な支援（金利減免措置）が行えるように「農業経営支援資金」の改正

を実施いたしました。 

 

２ 概要  対 象 者  正組合員および農業後継者 

 対 象 資 金  農業施設等の災害復旧資金 

 借入限度額  １０万円以上２,０００万円以内 

 適 用 期 間  当初５年間（※１） 

 借 入 利 率  無金利（６年目以降金利負担あり ※２） 

 保 証  連帯保証人１名（農業後継者または配偶者等） 

 担 保  原則徴求しない 

 

 ※１ 借入期間・・・農業用構築物１０年以内、農機具類取得５年以内、 

           その他３年以内 最長１１年（１年の元金据置含む） 

 

 ※２ 借入利率・・・定期貯金スーパー定期（預入期間１年・３００万円未満）＋０.４％ 

 

３ 成果 

（効果） 

 平成２６年２月の雪害による申込件数は１件／９０万円。 

新たな金利減免措置制定後に適用はありませんでした。 

 

４ 今後の

予定（課題） 

 今後も地域農業に貢献すべく、農業者のニーズを反映した継続的な商品改良を

図り、正組合員および農業者と共に地域農業の発展に努めます。 

 

  


